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埼玉県における物資等の備蓄・輸送等に関する取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 物資備蓄の品目や数量等の検討・確保 

 (1) 基本的考え方 

   ○ 算出基準→東京湾北部地震の被害想定における避難者数 

     ○ 備蓄目標→発災後３日間（４日目からは支援物資及び調達物資で対応） 

   ○ 備蓄方法→県民が１日分、県と市町村の合算で２日分 

  (2) 東日本大震災を教訓とした新たな取組 

   ○ 避難所生活の長期化への対応 

    ・ 高齢者用床シートの備蓄 

    ・ 組立式更衣室の備蓄（女性のプライバシー対策） 

    ・ 備蓄食料の見直し（高齢者対策） 

     【例】 乾パンからアルファ米、クラッカーから缶入りパン 

 (３) 災害時応援協定の締結 

    食料、生活必需品、燃料等の確保に関する応援協定を４８団体と締結 

２ 支援物資の受入れ体制の構築に関する取組 

 (1)  物流オペレーションチーム 

    災害対策本部の中に物資調達及び輸送部門を連携させる物流オペレーション 

   チームを設置し『運営マニュアル』を策定した。（平成 22 年） 

 (2)  埼玉県広域受援計画（物資調達・輸送活動）を策定中 

    東日本大震災における支援物資の受入れに関する教訓を踏まえ、国の『首都直

   下地震応急対策活動要領』に的確に対応するため、物資調達及び輸送を担当する

   部門及び物流専門家等によるワーキンググループを設置し、広域受援計画の策定

   を進めている。 

３ 燃料確保方法に関する取組 

 ○ 既存協定の見直し 

   埼玉県石油業協同組合と締結した『人員及び物資等の輸送に必要な石油燃料の 

  調達に関する覚書（平成 9 年締結、同 13 年改訂）』の実効性を確保するため、内

  容の見直しを検討している。 
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災害対応法制における大都市の役割の明確化に関する指定都市市長会意見 

 

 

災害救助法など現行の災害対応法制においては、救助の主体はあくまでも都道

府県知事であり、市町村長はその補助的役割と位置付けられ、指定都市の市長で

あっても、法令上、知事からの委任を受けてはじめて避難所運営等を主体的に担

うことができるとされている。 

 

しかし、今回の東日本大震災では、甚大な被害が極めて広範囲に同時に発生し

た中、被災程度や災害対応能力において自治体ごとに状況が大きく異なっていた

にもかかわらず、柔軟な対応が可能な制度ではなかったため、仙台市においても

主体的な住民の救助や生活支援に支障をきたす事例があった。また、全国の自治

体が被災地に支援に入る際も、現行法制の枠組みの不十分さによる混乱が見られ

た。 

 

このような状況に鑑み、住民と直接向き合う基礎自治体であると同時に、 広域

的な災害対応に必要な能力を有する大都市にあっては、その有する能力を最大限

に活用するため、国や都道府県とも連携を図りながら、臨機応変な対応を可能と

するよう災害対応法制を見直すことが必要と考える。 

 

したがって、指定都市市長会では、災害対応法制について、以下のとおり大都

市の役割を明確に位置付ける見直しを行うよう要請する。 

 

 １ 指定都市をはじめとする大都市について、災害救助法における救助の主体

に位置付けるなど、自立的・自発的に被災者の救援・救助にあたることがで

きるようにすること。 

 

 ２ 大都市における救助に要する費用の国庫負担については、直接当該大都市

に交付すること。 

 

 

平成２４年５月１５日 

                          指 定 都 市 市 長 会 
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物資等の備蓄・輸送等に関する取り組みについて 

 

平成２４年６月１１日 

長 岡 市 

 

 長岡市では、地区の拠点となる避難所（地区防災センター）等に必要最低限の物資を備

蓄し、食料・飲料水及び生活物資等については、災害時応援協定において調達することと

している。 

 

１ 市の備蓄物資及び備蓄量について 

（１） 地区防災センター（地区の拠点となる避難所） 

項 目 物 資 名 数 量 

医療・救護資器材 応急資器材 １式 

担架 ２本 

松葉杖 ４本 

酸素吸入器 １式 

災害備蓄物資 簡易救出器具 １式 

携帯ラジオ １台 

懐中電灯 ５本 

毛布 ３００枚～５５０枚 

保温シート ３００枚～５５０枚 

哺乳瓶 ４本 

車椅子 ４台～５台 

紙おむつ １式 

発電機 １台 

投光器 １台 

簡易更衣室兼授乳室 ２式 

簡易トイレ ５台 

し尿処理薬セット １式 

 

（２） 本庁・支所 

項 目 物 資 名 数 量 

災害備蓄物資 毛布 ３００枚～９００枚 

保温毛布 ３００枚～９００枚 

哺乳瓶 ５本 

紙おむつ ５式 

簡易更衣室兼授乳室 ５式 

簡易トイレ ３００台 

ストーブ １０台 
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２ 災害時応援協定の締結状況について 

（１） 民間企業等 ※物資、輸送関係 

種 別 協 定 先 締結日 

医薬品等の供給 長岡薬業協同組合 H 8. 6.26 

食料品等の提供 越後ながおか農業協同組合 H 8. 4. 1 

（株）原信 H 8. 4. 1 

（株）トッキー（ココロ長岡） H 8. 6. 3 

ジャスコ長岡店 H 8. 6.11 

H18. 6. 1 改訂

（株）セブンイレブンジャパン H 8. 9. 1 

食事制限者への非

常食供給 

（有）エコライス新潟 H21.11.10 

飲料水の供給 三国コカ・コーラボトリング（株） H18. 7.14 

信越ペプシコーラ販売（株） H18. 7.14 

和光ベンディング（株） H18. 7.14 

イー・ドリンコ新潟（株） H21. 7. 1 

乳幼児用品の供給 （株）赤ちゃん本舗 H18. 7.14 

生活物資の供給 ＮＰＯ法人コメリ災害対策センター H18. 7.14 

仮設トイレの確保 （株）レンタルのニッケン長岡営業所 H12. 3. 1 

軽自動車輸送協力 赤帽新潟県軽自動車運送協同組合 H12. 3.17 

 

（２） 市町村相互協定 

協 定 先 締結日 

長岡地域災害時相互応援協定（小千谷市ほか４市町村） H 8. 6.12 

長岡市・高岡市災害時相互応援協定 H 8. 5. 9 

長岡市・会津若松市災害時相互応援協定 H 8.10.15 

北関東・新潟地域連携推進協議会 災害時相互応援要綱（２５市町村） H 8.10.14 

近隣市町村相互援助協定（新潟市ほか１１市町村） H17.10.17 

H18. 8. 1 改訂

災害時広域相互応援に関する協定書（中津川市） H19. 3. 7 

特例市災害時相互応援に関する協定書 H19. 4. 1 

災害時における相互応援に関する協定書（豊川市） H22. 3.26 

 

３ 市民による備蓄について 

 最低３日分の非常食の備蓄をお願いしている。 

 ・水（一人あたり９リットル程度） 

 ・食料（缶詰、レトルト食品） 

 



資料３　松前町

区分 品目 仕様 賞味期限 数量

1 飲料水 500ｍｌ×24本×58ケース ２０１３．４．２６ 1,392

2 長期保存パン ロングキープブレッド ２０１６．１０．２８ 1,000

区分 品目 仕様 購入年月 数量

1 箱ティッシュ １９９６．３ 310

2 トイレットペーパー １９９６．３ 96

3 生理用品 １９９６．３ 100

4 紙皿 １９９６．３ 1,960

5 紙おわん １９９６．３ 2,000

6 割り箸 １９９６．３ 5,000

7 紙コップ １９９６．３ 1,470

8 先割れスプーン １９９６．３ 2,000

9 日用品セット １９９６．３ 113

10 石鹸 １９９６．３ 96

11 タオル １９９６．３ 300

12 電池
120

（内ｽﾍﾟｰｻｰ80）

13 ラジオ付懐中電気 １９９６．１ 11

14 ブルーシート 5.4ｍ×5.4ｍ 2011.7.7 8

15 ブルーシート 5.4ｍ×7.2ｍ 2011.7.7 2

16 非常用飲料水袋 ６L用 2011.11.1 300

17 パック毛布 10年保存　難燃ｱｸﾘﾙ 2011.12.27 150

18 ブルーシート 5.4ｍ×5.4ｍ 2011.12.27 50

19 　ダンボール間仕切り10枚組 2012.2.8 9

※備蓄場所　　松前公園体育館　３階　倉庫

防災備蓄品一覧表（Ｈ２４．４．１現在）　　　　　　　資料１

【食料品】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：個・本

【消耗品】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：枚・個



資料２

災害時応援協定一覧表 平成24年4月2日現在

番号 災害時応援協定名称 締結先事業者名称 協定締結年月日 具体的な応援内容

1 災害時の医療救護に関する協定 社団法人　愛媛県医師会 平成8年2月1日 災害時において被災者の救助として行う医療の実施

2 災害時の医療救護に関する協定 社団法人　愛媛看護協会 平成15年4月9日 災害時において被災者の救助として行う医療及び助産の実施

3 災害時の医療救護に関する協定 社団法人　愛媛県歯科医師会 平成15年4月9日 災害時において被災者の救助として行う医療の実施

4 災害時の医療救護に関する協定 社団法人　愛媛県薬剤師会 平成15年4月9日 災害時において被災者の救助として行う医療の実施

5 災害時における救援物資提供に関する協定 四国コカ･コーラボトリング株式会社 平成18年3月28日 役場に設置している自販機等の飲料を災害時に提供

6 愛媛県消防広域相互応援協定書 県下市町・消防一部事務組合 平成18年4月1日 消防活動の広域相互応援の実施

7 愛媛県消防防災ヘリコプターの支援協定 県・県下市町・消防一部事務組合 平成18年4月1日 県所有の消防防災ヘリコプター運用についての取り決め

8 災害時における応急救援活動に関する協定書 株式会社フジ 平成19年5月30日
大規模災害発生時、食料及び生活必需品等の供給、避難者及び帰宅
困難者に対し避難所、水道水、トイレ等の施設提供、災害概況などの
情報提供、施設駐車場の災害活動拠点などを行う。

9 渇水等緊急時における相互応援協定
中予広域水資源対策協議会（松山市・伊予市・
東温市・砥部町）

平成20年3月28日
地震、異常渇水等による災害において、速やかに被災都市の給水能力を

回復できるように、中予広域水資源対策協議会員の相互で応援活動を行
う。

10 災害時における応急対策業務の協力に関する協定書 社団法人　愛媛県エルピーガス協会松山支部 平成20年10月28日
大規模災害時において、松前町が避難所を開設し炊き出し等を行う場合、
必要に応じてエルピーガスの供給（有償）や炊き出し用資材の無償貸与を受
ける。

11 災害時における電算システム復旧支援に関する協定書 株式会社　愛媛電算 平成21年3月30日

大規模災害時に備えて、松前町の電算データを愛媛電算でも保管をし、災
害時には、パソコンの貸与やシステムの復旧支援、災害救助活動に必要な
データの加工を行う。

12 災害時における応急対策業務の協力に関する協定書 愛媛ペプシコーラ販売㈱ 平成21年8月27日
大規模災害発生時、町の要請により、飲料水等を指定場所への供給と、町
有施設内の自動販売機より飲料水等の無償提供を受ける。

13 災害時における応急対策業務に関する協定書 JAえひめ中央 平成21年9月5日
大規模災害発生時、町の要請により、燃料･食料及び生活必需品等
を指定場所への有償提供を優先的に受ける。

14 県警ヘリテレ映像に関する協定書 県・県下市町 平成23年3月1日 県警ヘリコプターテレビ伝送システム映像の提供

15 災災害時における情報交換及び支援に関する協定書 国土交通省四国地方整備局 平成23年10月26日
大規模災害発生時、国土交通省が各市町へリエゾンを派遣し、応急対応や
各種対策の連携や調整を行う。




